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第２章  

千代田区における住宅施策 

  

 

 

 

 

 

 

 

これまでの住宅政策や指標の達成状況について整理しています。 
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１ これまでの住宅政策 

 

国は、昭和 41年度に制定した「住宅建設計画法」に基づき、昭和 41年度の第 1期から平成 17年度

の第 8期まで住宅建設五箇年計画を策定し、住宅建設を強力に推進し、量を供給することを重視した住

宅政策を進めてきました。 

その後、平成 18年度には国民の住生活の「質」の向上を目指した「住生活基本法」を制定し、「質の

確保とストック活用」を基本とした「住生活基本計画（全国計画）」を策定、平成 23年度に改定し、住

宅の量の供給から質の向上へと住宅政策を転換しました。 

 

東京都は、平成 3年度に「東京都住宅基本条例」を制定するとともに、同年度に「第 1次東京都住宅

マスタープラン」、平成 8年度に「第 2 次東京都住宅マスタープラン」、平成 13 年度に「第 3次東京都

住宅マスタープラン」を策定しました。 

その後、国における住生活基本法の制定を踏まえ、平成 18 年度に住生活基本計画（都道府県計画）

を兼ねた計画として、「第 4次東京都住宅マスタープラン」を策定、平成 24年度に「第 5次東京都住宅

マスタープラン」に改定し、高度な防災機能を備えた居住の実現や、既存ストックの課題対応と有効活

用等の方針を打ち出しています。 

 

千代田区では、昭和 30 年代の高度成長に伴い業務地化が進行し、その後、一貫して人口の減少が続

きました。昭和 60 年頃からのバブル経済期には、一層、業務地化が進み、地域コミュニティ衰退の危

機に直面しました。 

そのため千代田区では、定住人口の回復を目指して、平成 3年度に「千代田区住宅基本条例」を制定

するとともに「千代田区住宅基本計画」を、平成 4年度には「千代田区高齢者住宅計画」をそれぞれ策

定し、事業者との連携や福祉施策との連携をはじめ、様々な施策に取り組んできました。 

その後、地価の大幅な下落や住まい方の志向の変化などにより都心居住の機運が高まり、また、住宅

関連の法整備や低金利を背景にマンションを中心に住宅の供給が活発化し、住宅戸数が着実に増加しま

した。この都心回帰により、平成 12年には 45年ぶりに定住人口が増加に転じました。 

一方で、住宅ストックが量的に確保されていながら、事務所等に転用されたり、投資を目的とするワ

ンルームマンションが急増するなど、必ずしも住宅が「住まい」として活用されていない状況が見られ

るほか、住居費が高水準であり、区民がそのニーズに応じた住居を確保することが容易ではない状況も

生じていました。 

そこで、平成 16 年度には「千代田区第二次住宅基本計画」を策定し、公共住宅の整備を主体とした

住宅施策を抜本的に見直すとともに、住宅ストックの有効活用や住宅市場の活用を図りながら、区民の

居住を総合的に支援する「居住施策」を積極的に推進してきました。 
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表 20 住宅政策に関する年表 

年度 千代田区 東京都 国 

S41 

  ◆住宅建設計画法 

◆住宅建設五箇年計画 

 

H3 

◆千代田区住宅基本条例 

◆千代田区住宅基本計画 

（平成 3～12 年度） 

基本理念：「多様な人々が住み活動

する生活都心の形成」 

◆東京都住宅基本条例 

◆第 1 次東京都住宅マスタープラン 

（平成 3～7 年度） 

 

H4 
◆千代田区高齢者住宅計画 

（平成 4～12 年度） 

  

H7 
◆千代田区住宅白書 

 

  

H8 
 ◆第 2 次東京都住宅マスタープラン 

（平成 8～12 年度） 

 

H13 

 ◆第 3 次東京都住宅マスタープラン 

（平成 13～17 年度） 

目標：「豊かでいきいきとした東京居住を 

実現する」 

①活力が生まれる居住 

②ニーズに応じた選択ができる居住 

③だれもが安心して暮らせる居住 

④豊かでいきいきとした居住を支える住

宅市街地 

 

H16 

◆千代田区第二次住宅基本計画 

（平成 16～25 年度） 

めざすまちの姿：「多様なくらしに

応じた住まいを選択できるまち、

都心千代田」 

  

H18 

 ◆第 4 次東京都住宅マスタープラン 

（平成 18～22 年度） 

政策展開の基本的方向： 

・良質な住宅ストックと良好な住環境の 

形成 

・住宅市場の環境整備 

・都民の居住の安定確保 

 

◆東京都住宅基本条例全面改正 

◆住生活基本法 

◆住生活基本計画 

（平成 18～27 年度） 

目標： 

①良質な住宅ストックの形成及び

将来世代への継承 

②良好な居住環境の形成 

③多様な居住ニーズが適切に実現

される住宅市場の環境整備 

④住宅の確保に特に配慮を要する

者の居住の安定の確保 

 

 

第 1 期 

（昭和 41～45 年度） 

第 2 期 

（昭和 46～50 年度） 

第 3 期 

（昭和 51～55 年度） 

第 4 期 

（昭和 56～60 年度） 

第 5 期 

（昭和 61～平成 2 年度） 

第 6 期 

（平成 3～7 年度） 

第 7 期 

（平成 8～12 年度） 

第 8 期 

（平成 13～17 年度） 
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 千代田区 東京都 国 

H23 

 ◆第 5 次東京都住宅マスタープラン 

（平成 23～32 年度） 

今後 10 年間において重視する施策： 

・高度な安全性を備えた市街地の構成要

素としての住宅や居住の実現 

・既存ストックの課題対策と有効活用 

・公民の連携による市場の充実・強化 

・住宅セーフティネット機能の再構築 

◆住生活基本計画改定 

（平成 23～32 年度） 

目標： 

①安全・安心で豊かな住生活を支

える生活環境の構築 

②住宅の適正な管理及び再生 

③多様な居住ニーズが適切に実現

される住宅市場の環境整備 

④住宅の確保に特に配慮を要する

者の居住の安定の確保 

H24 ◆千代田区住宅白書   

H26 

◆千代田区第三次住宅基本計画 

（平成 26～35 年度） 
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２ 成果指標に基づく評価 

「千代田区第二次住宅基本計画」においては、「推進する施策」に対して指標が設定されていたこと

から、目標値と実績値との比較に基づく評価を行います。また、千代田区が関与・支援する住宅供給計

画戸数についても予定戸数と実績を比較します。 

 

２－１ 指標の達成状況 

表 21 指標の達成状況 

 推進する施策 指標 平成 10 年当時 目標値 実績 

1 
多様な住宅の供給を
促進する 

民営、公営・公団・公社の賃
貸住宅の割合(%) 

25.8% 
40% 

平成 20 年 
45.6% 

2 高齢者や障害者、子育
て世帯などが安心し
てくらせる住宅を選
択できるようにする 

バリアフリー住宅の割合(%) 10.7% 
20% 

平成 27 年 
19.6% 

3 
夫婦と 6 歳未満の子どものい
る世帯の割合(%) 

2.2% 
3.5% 

平成 20 年 
5.3% 

4 
まちづくりとあわせ
て住宅供給を誘導す
る 

再開発事業や大規模開発によ
り供給される住宅の着工戸数
(戸) 

810 戸 
1,600 戸 
平成 23 年 

1,865 戸 

5 
マンション等を良質
な住宅ストックにす
る 

昭和 56 年以降に建築された
非木造の共同住宅の割合(%) 

42.9% 
60% 

平成 20 年 
54.7% 

6 
最低居住水準未満の世帯の割
合(%) 

9.2% 
0% 

平成 20 年 
11.0% 

（実績）1・3 平成 22 年国勢調査   

2・5・6 平成 20 年住宅・土地統計調査 

4 別表                

 

１．民営、公営・公団・公社の賃貸住宅の割合 

住宅付置制度や都心共同住宅供給事業をはじめとする民間住宅供給促進施策の効果もあり、平成 17

年から平成 22年の間に民間賃貸住宅が 5,000戸以上増加して目標値を上回りました。 

 

２．バリアフリー住宅の割合 

建築物の福祉環境整備に関して規定する条例・要綱に基づく指導・助言を行っており、「手すり」「段

差の解消」「車いすの通れる広さの廊下」の 3 点を備えたバリアフリー住宅の割合は平成 20 年時点で

19.6%と目標値（平成 27年時点で 20%）に近づいています。 

 

３．夫婦と 6歳未満の子どものいる世帯の割合 

夫婦と 6歳未満の子どものいる世帯の割合は 5.3%（全 25,442世帯のうち 1,341世帯）と目標値を上

回りました。各種子育て支援施策とともに、ファミリー向け住宅の供給促進施策や次世代育成住宅助成

により子育て世帯の居住促進を図ってきたことが、子育て世帯の増加に寄与したと考えられます。 
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４．再開発事業や大規模開発により供給される住宅の着工戸数 

表 22 再開発事業や大規模開発により供給される住宅の着工戸数（平成 10～23 年度着工分） 

  地区 着工 竣工 供給戸数 

1 神保町一丁目南部 平成 12 年度 平成 15 年度 302 戸 

2 西神田三丁目北部西 平成 13 年度 平成 16 年度 189 戸 

3 富士見二丁目北部 平成 14 年度 平成 20 年度 414 戸 

4 平河町二丁目東部南 平成 15 年度 平成 21 年度 122 戸 

5 神田淡路町二丁目南部 平成 21 年度 平成 24 年度 333 戸 

6 飯田橋駅西口 平成 23 年度 （予定）平成 25 年度 505 戸 

合計 1,865 戸 

 

まちづくりとあわせて住宅供給を図り、住み良い住環境の整備を推進してきた結果、再開発事業や大

規模開発により供給された住宅は 1,865戸で、目標の 1,600戸を上回りました。 

 

５．昭和 56年以降に建築された非木造の共同住宅の割合(%) 

表 23 建築時期別住宅戸数 （建築時期が平成 20年 9月までの住宅） 

建築時期 住宅総数（戸） うち非木造共同住宅（戸） 

昭和 45 年以前 1,980 1,130 

昭和 46～55 年 3,650 3,420 

昭和 56 年～平成 2 年 2,280 1,940 

平成 3～12 年 3,900 3,640 

平成 13～17 年 5,380 5,310 

平成 18～20 年 9 月 1,640 1,620 

不詳 4,040 － 

合計 22,870 17,060 

うち昭和 56 年以降 13,200 12,510 

昭和 56 年以降の非木造共同住宅の割合 54.7% 

 資料：平成 20 年住宅・土地統計調査             

民間住宅の供給が進んだことで昭和 56 年の新耐震基準施行以降に建築された非木造共同住宅の割合

は高まっていますが、目標値の達成に向けては昭和 55 年以前に建築された住宅の建替え等を促進する

必要もあります。 

 

６．最低居住水準未満の世帯の割合(%) 

最低居住面積水準未満の世帯の割合については、平成 10年当時の値よりも上昇しており、目標値か

らは遠ざかる結果となりました。この背景には、平成 15年前後を中心に多く供給されてきたワンルー

ムマンション等に居住する単身世帯の急増があると考えられます。また、平成 18年に最低居住面積水

準自体が引き上げられたことも要因の一つとして考えられます。 
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２－２ 千代田区が関与・支援する住宅供給計画戸数の状況 

 

表 24 千代田区が関与・支援する住宅供給戸数 

推進する施策 事業 地区名等 予定戸数(戸) 実績(戸) 

①多様な住宅の供給
を促進する 

区有地活用による
住宅の供給 

神田東松下町計画 150  ※ 150 

（仮称）一番町計画 50 0 

小計 200 150 

②高齢者や障害者、子
育て世帯などが安心
してくらせる住宅を
選択できるようにす
る 

高齢者向け優良賃
貸住宅の供給 

 80 114 

区営住宅等の整備 
神田東松下町計画 
（区営住宅及び高齢者向け優良賃

貸住宅） 
100 ※ 129 

小計 180 243 

③まちづくりとあわ
せて住宅供給を誘導
する 

都心共同住宅供給
事業等助成 

 451 247 

建築物共同化住宅
整備促進事業助成 

 109 70 

市街地再開発事業 

西神田三丁目北部西地区 ― 189 

富士見二丁目北部地区 410 414 

平河町二丁目東部南地区 ― 122 

神田淡路町二丁目地区 500 333 

飯田橋駅西口地区 ― ※ 505 

小計 1,470 1,880 

合計 1,850 2,273 

 

予定戸数：「千代田区第二次住宅基本計画」P61に掲載 

実  績：「千代田区第二次住宅基本計画」の計画期間（平成 16 年度から平成 25 年度まで）にお

ける供給戸数（※は平成 26年度以降に供給予定） 
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